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研究成果の概要（和文）：本研究では、住宅再建支援における非政府組織（NGO）と政府機関の役割を検討し、
米国のハリケーン「ハービー」の後、およびハワイのキラウエア火山噴火の後にNGOが行った資金援助と直接支
援を確認し、NGOと政府機関の支援の効果的な連携について理解する。アジアでは、NGOや市民社会組織（CSO）
が支援する住宅再建プログラムと政府支援による長期的な成果を探った。NGOの効果的な支援は、政府の公式プ
ログラムでは見過ごされたニーズに対応することができる。災害時のケースマネジメントを含め、NGOは世帯に
個別の支援を提供し、生活再建を支援することができる。 

研究成果の概要（英文）：This research investigated the roles of non-government organizations (NGOs) 
and government agencies in support of post-disaster housing reconstruction. Towards the 
understanding of effective coordination of NGO and government support, the research first clarified 
the financial and direct support from NGO and donors after Hurricane Harvey in the U.S., and then 
after the eruption of Kilauea volcano in Hawaii. In Asia, this research explored the long-term 
outcomes of housing reconstruction programs, including those that were supported by NGOs and Civil 
Society Organizations (CSOs) in various combinations with government support. Effective support of 
NGOs can help address needs not resolved by official government programs. Including through disaster
 case management, NGOs had help customize support on an individual household basis, therefore 
supporting the life recovery of disaster survivors.  

研究分野： housing recovery

キーワード： housing recovery　reconstruction 　non profit organization　disaster recovery
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研究成果の学術的意義や社会的意義
災害後の復興支援におけるNGOの重要性がますます認識されてきている。地域や国の状況に応じて、NGOは住宅再
建のための主要な支援を提供したり、政府からの他の支援を補完したりすることができる。NGOと政府との連携
体制は、それぞれの状況によって異なるが、NGOによる住宅再建支援は、住民のニーズに柔軟に対応できるた
め、住民の生活再建を支援することができる。また、NGOが支援する災害時ケースマネジメントは、個々の世帯
のニーズをサポートする有効な手段の一つである。また、住宅復興の計画、促進、実施にCSOが関与すること
で、長期的な成果や住民の満足度の向上につながることもある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
災害後の復興において、住宅再建を支援するシステムは、国や地方自治体、非政府組織やその
他の市民社会のメンバーからの支援、地域の能力、その他の経済的、社会的、政治的な文脈、
その他の要因によって異なる。住宅再建は、政府主導、ドナー主導、コミュニティ主導、オー
ナー主導のいずれか、またはその組み合わせで行われることがある。住宅再建支援の種類にか
かわらず、非政府組織（NGO）の役割は、2004 年のインド洋大津波以来、過去 20 年にわたって
拡大し続けている。政府の支援や、国際的、国家的、地域的な役割や調整体制に応じて、NGO
もさまざまなタイプの住宅再建支援を提供することができる。政府主導の復興の場合、NGO が
資金提供や直接支援を行うことで、満たされていないニーズを満たすことができ、復興事業か
ら取り残された人々を支援することができる。また、NGO が住宅再建プロジェクト全体の主要
な支援源となるケースもある。  
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、都市部における大規模災害後の住宅供給におけるNGOと政府の役割の連携を調
査することで、被災者の住宅再建ニーズを満たするために、政府機関とともにNPOが協力する可 
能性をより理解することである。この目的のために、本研究では、さまざまなレベルの政府機
関、非政府組織、ドナーによる財政支援を明らかにした。さらに、様々な非営利団体が住宅再
建プロセスにおける被災者を支援していることを明らかにした。 
 
本研究の最終的な目的は、非政府組織と政府の支援の連携を強化することで、より効果的な復
興支援、ひいては災害後の住民の住宅復興と生活再建の成果を向上させることができることを
明らかにすることである。加えて、この研究は、日本や他の国の専門家と協力し、政府主導、
コミュニティ主導、オーナー主導の住宅復興プロジェクトの長期的な成果を調査する機会を拡
大することにもつながった。 
 
３．研究の方法 
(1)本調査では、現地の関係者や専門家へのインタビュー、公式報告書やその他の関連文献から
の情報をもとに、定性的なアプローチで調査を行った。住宅再建におけるNGOと政府の連携につ
いて理解を深めるため、まず住宅再建に向けた政府による支援とその制度を調査・確認した。
次に、NGOによる支援について明らかにした。住宅再建支援において慈善団体からの寄付が重要 
な役割を果たす米国の災害の場合、複数の寄付団体、政府の資金源、住民の住宅再建を支援す
る受益者団体の間の支援の流れの関係を追跡した。 
 
(2)次に、仮設住宅から恒久的な住宅まで、住宅の修理や再建を含む住宅復興プロセスに 
おいて、政府支援の隙間を補い、住民のニーズに対応するための非政府組織のあり方を確認し
た。ヒューストンでは、ハリケーン「ハービー」後の住宅再建における重要なケーススタディ
である「RAPIDOハウス」を調査し、政府や非政府の支援を活用した住宅復興支援のあり方を 
示すモデルとなった。米国では、キラウエア火山噴火後ハワイ郡プナ地区での住宅復興事例 
を分析し、政府と非政府の支援を組み合わせた住宅復興支援の事例を調査した。 
 
(3)アジアでは、Covid19の流行による影響と渡航制限のため、インドネシアでの調査計画は、
直接の現地訪問やインタビューではなく、デスクレビューとオンラインデータ収集に変更し、
その代わりに、ハワイとタイで追加の現地調査を実施した。アジアでは、NGOと政府支援の連携
に関する研究が、現在進行中の国際共同研究へと発展し、インド、タイ、日本における6つの 
災害後の被災者のための政府主導、コミュニティ主導、オーナー主導の住宅復興プロジェクト
の長期的成果を調査しているところである。 
 
４．研究成果 
(1)ヒューストン都市圏には、ヒューストン市とハリス郡があり、政治的な管轄が異なるという
ユニークな背景がある。そのため、ハリケーン「ハービー」後の住宅復興プロジェクト、土地 
利用計画、買い取りプログラムなどは、2つの別々の自治体によって管理されている。連邦政府 
からCDBG-DRという形で提供された復興資金を使い、ヒューストン市とハリス郡は別々の復興 
プロジェクトを行った。しかし、深刻な問題や実施の遅れから、住宅再建プロジェクトの 
管理はテキサス州レベルのGeneral Land Officeに戻されることになった。(図1)  
 



(2)政府・非政府組織の役割 
災害発生以前、発生時、発生後の複数のフェーズにおいて、政府・非政府組織は表1に示すよう 
な異なる役割を担っている。図2に示すように、ハリケーン「ハービー」後、復興資金は政府、
寄付者、個人から提供された。 これらの復興資金は、復興支援、資金援助、災害ケースマネジ 
メントなど、被災者にさまざまな支援を提供する非営利団体（NPO）に分配された。ハービーの
後、大規模な復興資金が投入された団体の例を示したものである。図3は、ハワイのキラウエア
火山噴火の際、資金提供は少なかったが、仮設住宅支援などで非営利セクターが重要な役割を
果たした事例である。 

 
図3.キラウエア噴火後、復興資金と非営利
団体（NPO）への分配 

 
図１.日本とアメリカ、そしてハリケーン・ハービー後の行政の復興授業流れ 
 
表１ .行政と ボランティ アの役割・ 活動NPO/  
 行政 NPO/ボランティア 行政と NPO 両方 

事前 リスクを把握し、発信する 
発信する、防災まちづくり 
（ある場所） 

訓練、災害準備のトレーニング、持
ち物を良いする、情報発信 

発災時 避難指示など 情報発信 情報発信 

緊急期 被害把握、支援制度を利用でき 
赤十字（委託授業）：避難所運
営、物資、炊き出し 

物資、炊き出し 

復旧 
FEMA：緊急支援金を提供、仮設住宅支
援（ホテル、トレーラ、家賃） 

泥だし、家の修理の手伝い、支
援金 

 

復興 
連邦政府：予算提供 
地方政府：復興計画作成、事業実施 
（主に：持ち主への住宅再建支援） 

寄付金・支援金を集まる提供 
心のケア、家の修理・再建の支
援 

お金を提供、 
ケース・マネージメント 

  

 
図２.ハリケーンハービー後、復興資金と
非営利団体（NPO）への分配 

 



 
(3)図4は、ハリケーン「ハービー」後にヒューストンで建設された「RAPIDOハウス」の例であ
る。この地域の過去の災害を教訓に生まれたコンセプトで、ハービー後のRAPIDOハウスは、 
最初のコア部分（仮設住宅に相当）が拡張可能な構造になっている。このモデルは、政府によ
る効果的で質の高い住宅のモデルとなるような実証プロジェクトとして意図されており、被災
者のための安価で快適な住宅を提供するために、さまざまなフェーズで異なる提供元からの 
復興支援を統合する方法を実証している。 

(4)アジアでは、この研究をきっかけに、政府とNPO/市民社会組織（CSO）が支援した住宅再建 
プロジェクトの長期的な成果に関する国際協力に関する比較研究を次のアジア3カ国・6つの 
災害を対象に行った： 2001年グジャラート地震と2008年ビハール州コシ川洪水、2004年インド 
洋津波と2014年タイ・チェンライ地震、1995年阪神淡路大震災と2011年東日本大震災と津波で
ある（表2）。 
 

 
日本の政府主導の住宅復興プログラムとは対照的に、インドとタイの住宅復興プログラムでは
、政府による公的支援に加え、市民社会組織による支援が重要視されている。CSOは、政府の政
策を実践に移し、コミュニティのニーズに応えることができるような、人々を中心とした方法
で、必要な住宅を提供するだけでなく、住宅復興の選択肢をより柔軟にし、政府と人々のニー
ズの間のギャップを埋めるという重要な役割を果たした。 
 
社会的・時間的な側面から見ると、市民社会が大きな役割を果たした国、すなわちインドとタ
イは、コミュニティの参加と能力開発を確保することができた。タイでは、CODIが複数の住宅
復興プロジェクトで培ったコミュニティ開発の歴史と経験を生かし、政府当局と津波被災コミ
ュニティの仲介役として、地域住民を代表して交渉した結果、住宅復興プログラムを被災コミ
ュニティの特定のニーズや配慮に合わせたものに改善することができた。インドでは、ODHRの 
アプローチにより、CSOやNGOがコミュニティと政府をつなぐパイプ役となり、コミュニティの
声を代弁することもできた。 インドでは、NGOやCSOの役割が大きく変わった。 

図 2 震災後の住宅再建6ケースの比較とそのポイント 
Disaster 2004 Indian 

Ocean Tsunami 
in Thailand 

2014 Chiang Rai 
Earthquake in 
Thailand 

2001 Gujarat 
Earthquake in 
India 

2008 Kosi River 
floods in Bihar, 
India 

1995 Great 
Hanshin Awaji 
Earthquake, 

Japan 

2011 Great East 
Japan 
Earthquake and 

Tsunami 
Housing 
recovery 
program 
and 
actors 
 

The national 
government 
provided funding 
for rebuilding 
damaged houses; 
NGOs supported 
individual 
households 

Residents directly 
participated in 
housing 
reconstruction 
(rebuilding own 
houses on site, 
sharing 
construction 
materials).  

GSDMA adopted 
owner-driven 
housing 
reconstruction 
strategy; CSOs 
adopt and support 
implementation. 

State government, 
with owner-
driven housing 
reconstruction 
collective worked 
to develop locally 
appropriate 
reconstruction.  

Support for 
permanent 
housing 
reconstruction by 
provision of 
multi-family 
apartment-style 
Disaster 
Recovery Public 
Housing 

Disaster 
Recovery Public 
Housing 
(apartment and 
single-family 
type), and 
relocation sites 
provided for 
rebuilding  

Key 
features 

Negotiation with government can 
lead to better housing recovery results 
for residents 
Residents’ participation deepens 
understanding of the importance of 
not only recovery but also disaster 
risk reduction 

Long term commitment of CSOs to 
local community contributed 
increased resilience over time. 
While building on their own 
experience, NGOs and CSOs were 
able to assist people with challenges 
of recovery over the long-term. 

Government-driven approach retains 
emphasis on providing standardized 
support to disaster-affected 
residents, and investments in the 
community rather than compensation 
for individual private property.  

 
図４ . ハリケーン「ハービー」後にヒューストンで建設された「RAPIDOハウス」 
http://www.bcworkshop.org/posts/expanding-rapido-for-gulf-coast-recovery 



2001年のグジャラート地震後のCSOの役割は住宅再建プロジェクトの実施だっが、2008年の 
ビハール州コシ川洪水後は、復興政策や政府の能力強化のためのアドボカシーに役割が変化し
た。同時に、NGOやCSOは、長期的に復興に向けた課題を抱える人々を支援する こともできる 
ようになった。住宅供給プログラムがほぼ政府主導で行われている日本では、1995年の震災と
比較して、2011年の津波災害後の住宅再建において、被災者の選択肢が拡大され側面もある。 
しかし、日本の政府主導のアプローチは、 被災した住民に標準的な支援を提供し、個人の私有 
財産に対する補償ではなく、コミュニティへの投資に重点を置いていることに変わりはない。  
 
(5)NGOの役割と貢献は、災害復興プロセスにおいて、ケース、国、フェーズによって大きく異
なる。また、政府支援の仕組みやシステムも、災害復興ごとに異なる。 これらの要因から、 
政府支援と非政府支援の統合もまた、それぞれの災害復興に 特有なものとなる。そのため、 
復興におけるNGOと政府の役割の調整にも柔軟性が求められる。しかし、今回調査した複数の 
事例や先行研究から、NGOは政府のプログラムが排除するようなニーズにも対応できる潜在的な
能力を持っていることがわかった。また、様々な種類の住宅支援に使用される可能性のある柔
軟なドナー資金源と組み合わせることで、NGOは被災した住宅の個々のニーズを効果的に支援す
ることができるかもしれないことがわかった。最後に、これまでの研究でも示されているよう 
に、災害ケースマネジメントは、被災者一人 ひとりのニーズに対応するための重要な取り組
みである。非政府組織や非営利組織の資金援助やアウトリーチなどの柔軟な支援により、これ 
らの組織は災害ケースマネジメントを提供するのに適した立場にある。米国では、ハービーや 
キラウエアでも災害ケースマネジメントが実施され、その認知度は高まっている。 
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